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定教第 23 号議案  

 

 

教育関係職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関  

する規則の一部を改正する規則 

 

 

 

 

別紙（案）のとおり 

 

 

令和７年９月２日提出 

 

 

 

 

 

 

神奈川県教育委員会 

教育長 花  田  忠  雄   

 

 

 

 

（提案理由） 

 職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する条例（昭和 31

年神奈川県条例第 26 号）の改正に伴い、職員の旅費及び旅行に要

する費用の弁償に関する条例施行規則が全面改正されることから、

所要の改正をいたしたく提案するものです。 
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教育関係職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する規則の一部を改正

する規則 

 

教育関係職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する規則（昭和47年神奈川県教育

委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。 

第１条第１項中「昭和47年神奈川県規則第80号」を「令和７年神奈川県規則第●号。以

下「規則」という。」に改め、同項ただし書を削り、同条第２項中「職員の旅費及び旅行

に要する費用の弁償に関する条例施行規則第５条第１項第２号中「任命権者が知事と協議

して」とあるのは「神奈川県教育委員会教育長が」と、同規則第13条第１項」を「規則第

２条、第３条、第４条第１項及び第21条」に、「同規則第13条第２項、第18条及び別表第

１の備考」を「規則第５条、第６条第１項、第７条第１項、第８条第２項、第９条、第11

条、第12条、第14条、第16条第１項及び第３項、第17条、第18条第２項、第19条第２項並

びに第22条」に改め、「神奈川県教育委員会教育長」」の次に「と、規則第18条第１項中「漁

業調査等のため漁業指導船（江の島丸に限る。）」とあるのは「水産実習等のため水産学校

実習船（湘南丸に限る。）」と、規則第19条第１項中「水産課、水産技術センター及び漁港

事務所」とあるのは「公用船を有する学校」」を加える。 

第２条及び第３条を削る。 

第４条中「教育長」を「神奈川県教育委員会教育長」に改め、同条を第２条とする。 

第１号様式から第７号様式までを削る。 

附 則 

この規則は、令和７年10月１日から施行する。 

（案） 
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新旧対照表 

 

教育関係職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する規則 

新 旧 

第１条 職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に

関する条例（昭和31年神奈川県条例第26号。以下「条

例」という。）の施行に関し、神奈川県教育委員会

が定めることとされている事項については、職員の

旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する条例施

行規則（令和７年神奈川県規則第●号。以下「規則」

という。）の規定を準用する。         

                  

第１条 職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に

関する条例（昭和31年神奈川県条例第26号。以下「条

例」という。）の施行に関し、神奈川県教育委員会

が定めることとされている事項については、職員の

旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する条例施

行規則（昭和47年神奈川県規則第80号         

     ）の規定を準用する。ただし、同規則第６

条及び第９条第１項の規定を除く。 

２ 前項の場合において、                                               

                      規則第２条、第３

条、第４条第１項及び第21条中「知事」とあり、並

びに規則第５条、第６条第１項、第７条第１項、第

８条第２項、第９条、第11条、第12条、第14条、第

16条第１項及び第３項、第17条、第18条第２項、第

19条第２項並びに第22条中「任命権者」とあるのは

「神奈川県教育委員会教育長」と、規則第18条第１

項中「漁業調査等のため漁業指導船（江の島丸に限

る。）」とあるのは「水産実習等のため水産学校実

習船（湘南丸に限る。）」と、規則第19条第１項中

「水産課、水産技術センター及び漁港事務所」とあ

るのは「公用船を有する学校」と読み替えるものと

する。 

２ 前項の場合において、職員の旅費及び旅行に要す

る費用の弁償に関する条例施行規則第５条第１項

第２号中「任命権者が知事と協議して」とあるのは

「神奈川県教育委員会教育長が」と、同規則第13条

第１項中「知事」とあり、並びに同規則第13条第２

項、第18条及び別表第１の備考中「任命権者」とあ

るのは「神奈川県教育委員会教育長」と読み替える

ものとする。 

（削除） （旅行命令簿の記載事項及び様式） 

 第２条 条例第４条第５項に規定する旅行命令簿の

記載事項及び様式は、次の各号に掲げる旅行の区分

に応じ、当該各号に掲げるところによる。ただし、

神奈川県教育委員会教育長（以下「教育長」という。）

が必要と認めた場合は、教育長が別に定める手続に

よりこれを旅行命令簿に代えることができる。 

 (１) 内国旅行 旅行命令簿・旅費請求書（内国）

（第１号様式）（市町村立学校職員給与負担法（昭

和23年法律第135号）第１条及び第２条に規定す

る職員（以下「県費負担教職員」という。）にあ

つては、旅行命令簿・旅費請求書（内国・県費負

担教職員用）（第２号様式）） 

 (２) 外国旅行 旅行命令簿・旅費請求書（外国）

（第３号様式） 

（削除） （旅費の請求書等の種類等） 

 第３条 条例第12条第４項に規定する請求書の種類、

記載事項及び様式は、次の各号に掲げる旅費の区分

に応じ、当該各号に掲げるところによる。 

 (１) 内国旅行の旅費 旅行命令簿・旅費請求書

（内国）又は旅費請求書（内国）（第４号様式）
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新 旧 

（県費負担教職員にあつては、旅行命令簿・旅費

請求書（内国・県費負担教職員用）） 

 (２) 外国旅行の旅費 旅行命令簿・旅費請求書

（外国） 

 (３) 条例第３条第２項第２号、第３号及び第５号

に規定する遺族が職員の死亡により受ける旅費 

遺族旅費請求書（第５号様式） 

 (４) 条例第３条第４項に規定する旅行命令等の

取消し又は死亡の場合における旅費 旅行取消

旅費請求書（第６号様式） 

 (５) 条例第３条第５項に規定する交通機関等の

事故により喪失した旅費 喪失旅費請求書（第７

号様式） 

第２条 神奈川県教育委員会の事務局の職員及び県

立の学校その他の教育機関の職員の旅費に関し、条

例の規定により神奈川県教育委員会が定めるもの

とされている事項は、神奈川県教育委員会教育長に

委任する。 

第４条 神奈川県教育委員会の事務局の職員及び県

立の学校その他の教育機関の職員の旅費に関し、条

例の規定により神奈川県教育委員会が定めるもの

とされている事項は、         教育長に

委任する。 

附 則  

 この規則は、令和７年10月１日から施行する。  

（削除） 第１号様式～第７号様式 

 



 

５ / ６  

定教第23号議案関係 

 

教育関係職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する規則の 

一部を改正する規則の概要 

 

１ 改正の趣旨 

職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する条例の改正により、本規

則で準用する職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する条例施行規則

（以下「条例施行規則」という。）が全面改正されることに伴い、所要の改

正を行う。 

 

２ 改正の内容 

条例施行規則が全面改正されることに伴い、本規則が準用及び読み替えを

行う規定並びにその他様式の削除等について改正を行う。 

 

３ 施行期日 

  令和７年10月１日 
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職員の旅費及び旅行に要する費用の弁償に関する条例施行規則の全面改正の 

概要について 

 

１ 条例施行規則で定める旅費の種目及び内容等 

鉄道賃、船賃、航空賃、その他の交通費、宿泊費、包括宿泊費、宿泊手当、

転居費、家族移転費、渡航雑費、死亡手当、航海日当、船員食事料 

 

２ 主な改正内容 

⑴  鉄道賃 

特急料金は、内国旅行の支給要件（片道100km以上）を廃止し、旅行命

令権者が実態に応じて判断し、公務に特に必要な場合に支給する。 

⑵ 宿泊費・包括宿泊費・宿泊手当 

・宿泊費を定額支給から、上限付き実費支給とする。 

区 分 改正前（定額） 改正後（上限額） 

内 国 13,000円（甲地方） 

11,700円（乙地方） 

国家公務員等の旅費支給規程により定め

られている宿泊費基準額のうち、職務の

級が10級以下の者に適用される額（※） 

※素泊まりの室料相当分とし、宿泊地（都道府県）ごとに上限額を

8,000円～19,000円と定める。 

・包括宿泊費を新設し、交通費と宿泊料が一体となった料金（パック旅行

商品）を支給する。 

・宿泊手当を新設し、夕朝食代等に相当する費用（国内の場合2,400円）

を支給する（宿泊費に夕食代等を含む場合は減額）。 

⑶ その他 

・転居費は、旧住所から配属先の距離に応じた定額支給から、新旧の住居

の移転にかかる実費支給とする。 

・家族移転費は、支給要件から扶養要件を廃止し、同居する家族に支給す

る。 

・航海日当と船員食事料を漁業調査等のため漁業指導船の乗組員として航

行する旅行に支給する。 

・旅行雑費（120円）を廃止する。 


